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仙台市健康福祉局介護事業支援課

有料老人ホームに該当するサービス付き高齢者向け住宅

自主点検表の作成について
１　趣旨

　　利用者の安全安心を確保するためには、事業者自らが自主的に運営状況等を点検・確認することが必要です。

　　そこで、老人福祉法、老人福祉法施行規則及び仙台市有料老人ホーム設置運営指導指針等を基に、入居者の安全安心を確保する上で優先される事項について自主点検表を作成し、自主点検をお願いするものです。
２　実施方法

　（１）自主点検を行い、「不適」となっている項目については、再度確認を行い自主点検終了後は保管しておくようお願いします。
　（２）「適・不適」等の判定については、該当する項目を○で囲んでください。また、該当しないものについては「適・不適」を二重線で消してください。
※自主点検表は、有料老人ホームの運営に当たり重点的に確認をお願いしたい項目にて
作成していますが、記載のない項目についても適切な運営を行うようお願いいたします。

	「法令」の欄は、次の事項を参照してください。

・「　法　」     老人福祉法（昭和38年７月11日法律第133号）

・「規則」      老人福祉法施行規則（昭和38年7月11日厚生省令第28号）
・「国指針」　　 有料老人ホーム設置運営標準指導指針

・「市指針」     仙台市有料老人ホーム設置運営指導指針

・「要綱」     仙台市有料老人ホームの届出，報告等に関する事務取扱要綱


	確認事項
	確認項目
	結果
	法令・備考

	
(１)帳簿の　作成・保存

（２）個人情報の取り扱い

(３)情報開示

(４)前払金等
（５）契約内容等
（６）重要事項の説明等

(７)主な事項
(８)サービス
(ア)食事

(イ)相談・助言

(ウ)健康管理

等

(エ)介護等

(オ)安否確認等

(カ)身元引受人への連絡
(キ)金銭管理

(ク)家族との交流・外出の
機会の確保

(９)運営
（ｱ）運営懇談会の設置等

（ｲ）勤務状況等
（ｳ）虐待防止の取り組み等

（ｴ）身体拘束等

（ｵ）身体拘束適正化のための
措置

(ｶ)衛生管理等

(ｷ)業務継続計画の策定等

（ｸ）事故防止等
(ｹ)その他


(１)検査

(２)消防用

　設備

(３)管理体制
(４)火気管理・

　緊急避難

(５)その他


	有料老人ホームは下記事項について帳簿を作成し、２年間保存する必要があります。適正に行われていますか。

①　有料老人ホームの修繕及び改修の実施状況

②　前払金、利用料その他の入居者が負担する費用の受領の記録
③　入居者に供与した次のサービスの内容

ア　入浴、排せつ又は食事の介護

イ　食事の提供

ウ　洗濯、掃除等の家事の供与

エ　健康管理の供与

オ　安否確認又は状況把握サービス

カ　生活相談サービス
④　緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った場合は、その態様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由
⑤　提供サービスに係る入居者及びその家族からの苦情の内容
⑥　提供サービスの供与により入居者に事故が発生した場合は、その状況及び事故に際して採った処置の内容
⑦　提供サービスの供与を委託により他の事業者に行わせる場合にあっては、当該事業者の名称、所在地、委託に係る契約事項及び業務の実施状況
⑧　設備，職員，会計及び入居者の状況に関する事項
名簿及び帳簿等における個人情報に関する取り扱いについては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及び同法に基づく「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成29年４月14日・厚生労働省）」を遵守していますか。
①　有料老人ホームに入居する方又は入居しようとする方に対して、当該有料老人ホームにおいて供与する介護等の内容その他厚生労働省令で定める事項に関する情報を開示していますか。

※「厚生労働省令で定める事項」
入居契約書及び設置者が入居を希望する者に対し交付して、施設において供与される便宜の内容、費用負担の額その他の入居契約に関する重要な事項を説明することを目的として作成した文書(重要事項説明書)
②　重要事項説明書の様式は仙台市有料老人ホームの届出，報告等に関する事務取扱要綱の様式第８号に準拠したものになりますか。
1 　家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領していませんか。

・家賃…ホームの整備に要した費用、修繕費、管理事務費等を基礎とし合理的に算定したもの。

・敷金…家賃の6か月分を超えないこと。退去時に居室の原状回復費用を除き全額返還すること。

・介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価…入居者に対するサービスに必要な費用の額　　　　
（食費、介護費用その他の運営費等）
②　入居者から前払金を受領する場合、当該前払金の算定の根拠を書面で明示していますか。

●算定根拠は想定居住期間を設定し、次のいずれかによるもの

Ａ：期間の定めがある契約の場合
（１か月分の家賃又はサービス費用）×（契約期間（月数））

Ｂ：終身にわたる契約の場合
（１か月分の家賃又はサービス費用）×（想定居住期間（月数））

＋（想定居住期間を超えて契約が継続する場合に備えて受領する額）

③　入居者から前払金を受領する有料老人ホームは、当該前払金について返還債務を負うことになる場合に備えて保全措置を取る必要があります。保全措置を取っていますか。また、その保全方法はどのようなものですか。
※平成18年4月以降に届出をした施設は必須。それ以前に届出がされた施設は、保全措置の法的義務づけの経過措置期間が終了し、令和3年4月以降の新規入居者については、法的義務対象となることから、同様に必要な保全措置を講じなければならないこと。
④　入居者から前払金を受領する場合、返還される額について、契約書等に明示し、入居契約に際し、入居者に対して十分に説明するとともに、前払金の返還を確実に行っていますか。

●返還方法は、次のいずれかによるもの

Ａ：期間の定めがある場合
・入居後3月が経過するまでの間
（家賃の前払金の額）－（1か月分の家賃の額）÷30×（入　　
居の日から起算して契約が解除等された日までの日数）

・入居後3月を経過した場合

契約が解除等された日以降、契約期間が経過するまでの
期間につき、日割り計算により算出した家賃等の額
Ｂ：終身にわたる契約の場合
・入居後3月が経過するまでの間

（家賃の前払金の額）－（1か月分の家賃の額）÷30×（入居
の日から起算して契約が解除等された日までの日数）

・入居後3月を経過した場合

契約が解除等された日以降、想定居住期間が経過するまでの
期間につき、日割り計算により算出した家賃等の額

①　契約に際して、契約手続及び利用料等の支払方法等について事前に十分説明していますか。
②　入居契約書には、利用料等の費用負担の額、提供されるサービス等の内容、契約解除の要件及び対応、前払い金の返還方法等が明示されていますか。

③　利用料等の改定ルールは入居契約書又は管理規程で明示されていますか。
④　入居者の債務について、個人の根保証契約を行う場合は、極度額の設定を含み民法の規定に従っていますか。

①　重要事項説明書は、入居者に誤解を与えることが無いよう、必要な事項を実態に即して作成されていますか。

②　入居希望者が契約内容等について十分理解した上で契約を締結できるよう、十分な時間的余裕をもって説明を行い、説明を行った者及び説明を受けた者の署名を行っていますか。
①　入居者の定員、利用料、サービス内容等を明示した管理規程等を設けていますか。

②　医療機関及び歯科医療機関と協力契約が締結されていますか。

③　入居者の介護サービスの利用にあたっては、入居者が希望する介護サービスが利用できるよう努めていますか。

①　栄養に配慮し、高齢者に適した食事を提供していますか。

②　栄養士による献立表を作成し、入居者の目に触れやすい場所に掲示するなど、 献立について 入居者への周知を適切に行っていますか。
③　食堂において食事を提供することが困難であるなど、入居者の希望に応じて、居室において食事を提供するなど必要な配慮を行っていますか。
④　入居者の嗜好調査を行うなど、入居者の要望に配慮した食事の提供に努めていますか。

⑤入居者の健康状態に応じ、医師等の意見を聞いた上で、入居者の咀嚼・摂取能力等に応じて食事を提供していますか。

入居時には、心身の健康状況等について調査を行い、入居後は入居者等の各種の相談に応ずるとともに適切な助言等を行っていますか。
①　入居時及び定期的に健康診断の機会を設けるなど、入居者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置をとるよう努めていますか。

②　入居者の意向を確認した上で、入居者の希望に応じて健康診断及び健康保持のための措置の記録を適切に保管していますか。

③　入居者が一時的疾病等のため日常生活に支障がある場合には介助等日常生活の世話を行うとともに、医療機関での治療が必要な場合には適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡、紹介、受診手続き、通院介助等の協力に努めていますか。
契約内容に基づき、入居者の自立を支援するという観点に立ち処遇するとともに、介護サービスを提供した介護記録を作成し保管していますか。
入居者が居住部分への訪問による安否確認や状
況把握を希望しない場合であっても、適切な方法により、毎日１回以上、安否確認等を実施していますか。
①　入居者の生活において必要な場合には、身元引受人等への連絡等所要の措置をとるとともに、入居者及び身元引受人等の意向に応じ、関連諸制度、諸施策の活用についても迅速かつ適切な措置をとっていますか。

②　入居者が要介護者状態の場合、入居者の生活及び健康の状況並びにサービスの提供状況を身元引受人等へ定期的に報告していますか。
入居者の金銭、預金等の管理は入居者自身が行うことを原則としていますか。

【金銭管理を例外的に行っている場合】

①　現在、入居者の金銭を管理している場合は、その人数を記入してください。

②　金銭管理を行う場合、「入居者本人が特に設置者に依頼した場合、又は入居者本人が認知症等により十分な判断能力を有せず金銭等の適切な管理が行えないと認められる場合であって、身元引受人等の承諾を得たとき」としていますか。

③　金銭管理する場合にあっては、依頼又は承諾を書面で確認するとともに、金銭等の具体的な管理方法、本人又は身元引受人等への定期的報告等を管理規程等で定めていますか。
入居者の家族との連携を図り、入居者とその家族との交流等の機会を確保するように努めるとともに、入居者の外出の機会を確保するように努めていますか。
運営懇談会を設置し、入居者や外部の者の積極的な参加を促していますか。また、内容は入居者・サービスの提供状況や金銭に関する収支等の内容となっていますか。
職員について、それぞれが従事する業務の種別に応じた勤務状況を明確にしていますか。
（例：有料老人ホームの職員と介護保険サービスの業務を兼務している場合等）

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第124号）」に基づき、次の事項を実施していますか。
① 同法第５条の規定に基づき、高齢者虐待を受けた入居者の保護のための施策に協力すること。
②　虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。

③　虐待の防止のための指針を整備すること。

④　職員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

⑤ ②から④までに掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

⑥　その他同法第20条の規定に基づき、苦情の処理の体制の整備その他の高齢者虐待の防止等のための措置を講ずること。
入居者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除いて、身体拘束その他入居者の行動を制限していませんか。
身体拘束等の適正化を図るための措置を講じていますか。

①　身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催し、その結果について、従業者に周知すること。
②　身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

③　従業者に対し、定期的に、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じること。

① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図ること。

② 感染症及びまん延の防止のための指針を整備すること。

③ 職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。
業務継続計画の策定等

① 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する処遇を継続的に行うための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当計画に従い必要な措置を講じていますか。

② 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施していますか。

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っていますか。
（事故発生の防止の対応）
事故の発生又はその再発を防止するため、次の措置を講じていますか。

①  事故が発生した場合の対応、下記②に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

②　事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を通した改善策について、職員に周知徹底を図る体制を整備すること。

③ 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。

④ ①～③に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

（事故発生時の対応）
事故が発生した場合にあっては、次の措置を講じていますか。

①　入居者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに仙台市及び入居者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じること。

②　前号の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録すること。

③　設置者の責めに帰すべき事由により、入居者に賠償すべき事故が発生した場合は、入居者に対しての損害賠償を速やかに行うものとすること。
1 　夜勤の介護・看護職員の配置体制を記入してください。（宿直を除く）

〔　　〕名体制（夜勤時間帯　　：　　～　：　　）
②　入居者等の苦情に対し迅速かつ円滑な解決を図るため、設置者において苦情処理体制を整備するとともに、外部の苦情処理機関について入居者に周知していますか。

③　介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者等について、認知症介護基礎研修を受講するための必要な措置を講じていますか。
④　（職場におけるハラスメント対策）職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、職員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じていますか。
直近の消防署の立入検査はいつでしたか。

【検査実施日：　　　　年　　月　　日】
立入検査では改善指導等はありましたか。

【有の場合は予防査察結果通知書及び提出した改善計画・結果報告書の写しを添付】

①　以下の設備が設置されていますか。
　・消火器の設置
・スプリンクラー設備の設置
・自動火災報知設備の設置
・消防機関へ通報する火災報知設備の設置

②　消防用設備の点検及び消防署への報告を行っていますか。
①　防火管理者を選任し、消防署に届出をしていますか。

【済の場合 職名・氏名：　　　　　　　　　　】
②　消防計画を作成し、消防署に届出をしていますか。

③　定期的な消火・避難訓練を実施していますか。

　（年２回以上）

実施している場合、直近の実施年月日を記入するとともに、夜間想定訓練を実施した場合は、〇で示してください。
【 ①　　　年　月　日、②　　　年　月　日、

③　　　年　月　日 】
④　緊急時の避難計画等を作成し、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知していますか（職員による避難誘導体制の確立）
⑤（２）の消防設備の操作方法を職員に周知していますか。
⑥（４階建て以上の有料老人ホームの場合のみ記入）
　より上の階に自力歩行が可能な方などを入居させるなど、緊急時の避難に対処していますか。


⑦　風水害への対応方法を定めたマニュアルを作成していますか。

⑧　風水害を想定した避難訓練を実施していますか。
⑨　訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めていますか。
①　施設内の通路・階段・出入口に障害物等を置かず、災害時の避難経路を確保していますか。

②　避難の妨げとなる非常口等の施錠を行っていませんか。

③　カーテン・じゅうたん等は全ての部屋で防炎品が使用されていますか。（入居者の居室含む）

④　火災保険に加入していますか。

①　入居者のタバコの取扱いについて記入してく

ださい。


②（増改築を実施した場合のみ記入）

　開設後に増改築を行いましたか。

建築基準法に基づく申請手続をしましたか。
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・規則第20条の6 
・国指針8(3)
・国指針8(4)
・法第29条7項
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　号、第20条の7、第
20条の8、
・国指針13(1)
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・国指針12(4)
・国指針12(4)
・国指針8(1)
・国指針8(9)
・国指針8(10)
・市指針第8 1
国指針9(1)二
国指針9(1)三 イ
国指針9(1)三 ロ
国指針9(1)三 八及びニ
国指針9(1)四
国指針9(1)五
国指針9(1)八
国指針9(1)八
国指針9(1)九
国指針9(1)十
国指針8(11)

国指針9(3)

国指針9(4)
国指針9(5)
国指針9(7)
国指針8(7)
国指針8(5)
国指針12(8)
国指針12(9)
国指針7(1)三
国指針12(7)
国指針7(2)二
国指針7(3)二
・国指針8(8)
・消防法第４条

・消防法第17条
・消防法施行令第10条

・消防法施行令第12条
・消防法施行令第21条
・消防法施行令第23条
・消防法第17条の3の3
・消防法第8条
・消防法施行令第1条の
　2
・消防法施行令第３条の
  2
・市指針第7 1
・消防法施行令第3条の　
　2
・消防法施行規則第3条第10項
・消防法施行規則第３条第１項イ,ト,リ
・消防法施行令第２条の２
・消防法施行規則第３条第１項リ
・国指針8(6)
・市指針第7 1(4)
指針第９章５（１）
市指針第7 1(2)　
消防法第８条の２の４

仙台市火災予防条例第52条

消防法第８条の３

消防法施行令第3条の2
建築基準法第６条



１　運営・処遇に関すること





２　消防・防災に関すること





※災害防災対策については、「介護保険施設等における防災対策の強化について」（平成24年4月20日付通知）及び、「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について」（平成30年10月19日付通知）に照らし、適切な対応に向けたご検討をお願いいたします。





※　消防法及び建築基準法については、施設規模等により基準が異なります。


必ず所管の機関に確認してください。








保全方法記入欄


※厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措置(平成18年厚生労働省告示第266号)を参照





未設置の理由（今後の設置予定時期等の対応計画や時期についても記入してください。）








対処方法（具体的な対処方法について記載してください。）








取扱い方法（ライターの管理、吸い殻の処分の確認についても記載してください。）
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